
資料２ 
中心市街地活性化に関する各府省庁による 

近年の取組状況及び令和４年度予算概算要求等の概要 

１．各府省庁による近年の取組状況・・・・・・・・・Ｐ1～Ｐ17  

府省 支援措置 支援措置区分 

内閣府 地方創生推進交付金 （３） 

総務省 
中心市街地活性化ソフト事業 （２）① 

中心市街地再活性化特別対策事業 （２）① 

文部 

科学省 

国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業 （３） 

伝統的建造物群基盤強化事業 （３） 

公立文教施設の整備 （３） 

厚生 

労働省 

医療提供体制施設整備交付金 （３） 

社会福祉施設等施設整備費補助金 （３） 

保育所等整備交付金 （３） 

保育対策総合支援事業費補助金 （３） 

地域支援事業交付金 （３） 

農林 

水産省 

農村集落基盤再編・整備事業 

（農山漁村地域整備交付金、沖縄振興公共投資交付金） （３） 

地域用水環境整備事業 

（農山漁村地域整備交付金、沖縄振興公共投資交付金） （３） 

食品流通拠点施設整備事業 

（強い農業・担い手づくり総合支援交付金） 
（３） 

経済 

産業省 

地域の持続的発展のための中小商業者等の機能活性化事業 

（地域商業機能複合化推進事業） 
（２）② 

国土 

交通省 

中心市街地共同住宅供給事業 （１） 

社会資本整備総合交付金（暮らし・にぎわい再生事業） 

防災・安全交付金（暮らし・にぎわい再生事業） （２）① 

支援措置区分：（１）法に定める特別の措置 （２）①認定と連携した特別措置 （２）②認定と連携した重点的な支援措置 （３）その他の支援措置 

２．令和４年度予算概算要求等の概要・・・・・・・・Ｐ18～Ｐ21 

３．各府省庁補足説明資料・・・・・・・・・・・・・Ｐ22～Ｐ38 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

内閣府地方創生推進事務局 

【支援措置名】地方創生推進交付金 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

 地域再生法に基づく地域再生計画に位置付けられた、地方版総合戦略に基づく、地方公

共団体の自主的・主体的な取組で、先導的なものを支援。 

【近年の取組状況】 

 

○令和３年度においては、本年３月に第１回交付対象事業の決定、８月に第２回交付対象

事業の決定を行った。 

 

○中心市街地活性化基本計画に記載された交付対象事業の例（2021年度採択事業） 

【金沢もてなしの伝統文化資産保存活用事業】 

  料亭や和風旅館、茶屋の持つ風情や佇まいを保存し、活用をすすめることで、歴史都

市金沢の文化的景観の向上を図り、まちなかの魅力向上による交流人口の増加や賑わ

いにつなげるものである。 

 

※「歴史と伝統が育んだ文化を活用した次世代育成と関係人口拡大プロジェクト」として

の採択額 85,650千円の内数 

 

 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

総務省地域力創造グループ地域振興室 

【支援措置名】中心市街地活性化ソフト事業 

【支援措置区分】（２）①認定と連携した特例措置 

【概要】 

市町村が単独事業として中心市街地再活性化のために行う、認定基本計画に位置づけら

れたイベント等のソフト事業に要する経費の一部について特別交付税により措置する。 

【対象事業の分類】 

①イベント事業 

②講演会、シンポジウム等 

③後継者育成研修事業 

④事業の具体化のための調査、資金計画、事業性評価、合意形成等 

⑤空き店舗対策事業 

⑥その他特に重要なソフト事業 

 

【近年の取組状況】 

令和２年度においては、493件を特別交付税の対象とした。 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

総務省地域力創造グループ地域振興室 

【支援措置名】中心市街地再活性化特別対策事業 

【支援措置区分】（２）①認定と連携した特例措置 

【概要】 

市町村が単独事業として中心市街地再活性化のために行う、認定基本計画に位置づけら

れた施設整備等を一般単独事業債の対象とする。 

【対象となる施設整備の例】 

・集客力を高める施設の整備（市民広場、ホール、駐車場等） 

・地域の産業の振興に資する施設の整備（展示施設等） 

・良好な都市・居住環境と街並み景観の向上に資する施設の整備（ポケットパーク等） 

・子育て支援や若者の居場所づくりに資する施設の整備（託児所等） 

 

【近年の取組状況】 

 令和２年度においては、７事業・総額 7,362.1百万円を一般単独事業債の対象とし

た。 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

文化庁文化資源活用課 

【支援措置名】国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】文化財保護法第 35 条第 1 項等の規定に基づき、重要文化財の管理又は修理に要

する経費について支援する。 

【近年の取組状況】 

○本事業では、重要文化財建造物に対し、経年劣化等の破損状況に応じ、適切な周期で必

要な保存修理事業を実施している。また、修理時期の文化財を活用し、修理現場の公開や、

修理によって得られた新たな知見を公開するための情報発信を同時に実施している。令和

３年度では、140件の事業を実施している。（令和３年９月現在） 

 

＜採択事業＞  

・京都府京都市 真宗本廟東本願寺阿弥陀堂門ほか２棟保存修理事業（Ｒ３-Ｒ６） 

事業費  50,000千円 国庫補助額 30,000千円 

・岡山県倉敷市 井上家住宅ほか４棟保存修理事業(Ｈ24-Ｒ４) 

事業費  65,000千円 国庫補助額 55,250千円 

・愛媛県松山市 道後温泉本館神の湯本館ほか７棟保存修理事業(Ｈ29-Ｒ６) 

事業費 279,369千円 国庫補助額 139,684千円 

・長崎県長崎市 旧長崎英国領事館本館ほか９棟保存修理事業(Ｈ26-Ｒ７) 

事業費 400,000千円 国庫補助額 200,000千円 （など） 

 

 

＜代表事例＞ 

【愛媛県松山市 道後温泉本館神の湯本館ほか７棟保存修理事業】 

道後温泉の中核施設である道後温泉本館他に対し、耐震補強工事を含めた保存修理事業を

実施し、事業期間中も、現場公開等において保存修理事業の情報発信をおこなう。これに

より来訪者の増大にともなう新たな雇用の創出や、空き店舗の解消、若者の地方回帰に寄

与する。 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

文化庁文化資源活用課 

【支援措置名】伝統的建造物群基盤強化事業 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】文化財保護法第 146条の規定に基づき、重要伝統的建造物群保存地区の保存のた

めに行う当該保存地区内における建造物及び伝統的建造物群と一体をなす環境を保存す

るため特に必要と認められる物件の管理、修理、修景又は復旧に要する経費について支援

する。 

【近年の取組状況】 

○令和３年度は、43道府県 104市町村 126地区ある重要伝統的建造物群保存地区のうち、

41道府県 92市町村 114地区において、伝統的建造物群基盤強化事業を実施している。（令

和３年９月現在） 

 

 

＜実施事業（伝統的建造物群基盤強化事業）＞ 

・愛知県名古屋市 事業費 284,715千円 国庫補助額 142,357千円 

・石川県金沢市  事業費 201,810千円 国庫補助額 100,905千円 

・岡山県津山市  事業費 107,434千円 国庫補助額  53,717千円 

・長崎県長崎市  事業費  92,969千円 国庫補助額  46,484千円 （など） 

 

 

 

＜代表事例＞ 

【石川県金沢市 伝統的建造物群基盤強化事業】 

 金沢市内 4地区の重要伝統的建造物群保存地区において、建造物の修理・修景及び連動

型住宅用火災警報器の設置等の整備を実施。文化財建造物の保護に加え、保存地区の歴史

的風致の向上及び地区の防災機能の強化につながるものであり、コンパクトで賑わいあふ

れる街づくりに寄与する。 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設助成課 

【支援措置名】公立文教施設の整備 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

公立学校施設整備費負担金及び学校施設環境改善交付金により、地域コミュニティの拠点

としての学校施設や、談話室、トレーニング室等を備えた社会体育施設の整備について支

援を行っている。 

 

【近年の取組状況】 

○令和３年度は、公立学校施設整備費として 688億円計上し、地域の持つ教育力を活かし

た学習活動や地域の生涯学習活動等を実施するための場、地域の人々の交流の場等を備え

た、地域コミュニティの拠点としての学校施設の整備推進を図っている。また、社会体育

施設の整備を促進し、スポーツの円滑な実施及び振興に寄与している。 

 

 

【地域・学校連携施設整備事業の例】 

 学校施設の複合化を促進するとともに、地域の生涯学習活動等の拠点となるよう、他の

文教施設と福祉施設等と有機的な連携を図るために必要となる施設（多目的ホール等）を

国庫補助の対象としている。 

 

 

【スポーツ施設（社会体育施設）整備事業の例】 

 地域の再生と活性化に寄与することを目指し、スポーツに関する研修、講習会等に利用

できる研修室、体育室・武道室及びトレーニング室等を備えたスポーツ施設を整備してい

る。 

 

 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

厚生労働省医政局医療経理室 

【支援措置名】医療提供体制施設整備交付金 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制強化を図る観点から、都道府県の作成した

「医療計画に基づく事業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度

の仕組みとして、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援する。 

【近年の取組状況】 

○令和３年度は、都道府県において事業者の選定を行っているところ。 

   

＜令和２年度採択事業＞  

・愛媛県松山市 特殊病室施設整備事業 事業費 196,481千円 交付額 64,838千円 

・愛媛県松山市 小児医療施設施設整備事業 事業費 383,168千円 交付額 42,746千円 

・愛媛県松山市 病院群輪番制病院及び共同利用型病院施設整備事業  

事業費 51,586千円 交付額 5,501千円 

 

（など） 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

【支援措置名】社会福祉施設等施設整備費補助金 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

障害者が地域で自立した生活を送ることができるよう、障害者の地域移行や就労支援に必

要な事業所等を社会福祉法人等が設置する場合、その費用の一部を補助する。 

【近年の取組状況】 

○令和３年３月 30日社援発 0330第６号「令和３年度社会福祉施設等施設整備費の国庫補

助に係る協議等について」において、「文教施設等の利用も含めて各種施設の合築、併設

を行うものや、中心市街地等の利用しやすい場所に整備を図るなど、土地の有効活用を図

るもの」を優先的整備対象としている。 

 

○令和３年度当初予算にかかる都道府県・指定都市・中核市に対する６月の内示実績は、

93件に対し 48億円である。 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

厚生労働省子ども家庭局保育課 

【支援措置名】保育所等整備交付金 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

 保育サービス等の基盤整備を推進するため、市町村が策定する整備計画に基づいて実施

される保育所等に関する施設整備事業に対して、国が交付金を交付する。 

【近年の取組状況】 

○令和３年度において、市町村に対して３回内示を行っており、認定を受けた市町村にお

ける実績は 130 件に対し 72.9 億円である。今後 10 月と 12 月の２回の内示を予定してい

る。 

 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

厚生労働省子ども家庭局保育課 

【支援措置名】保育対策総合支援事業費補助金 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

 「子育て安心プラン」に基づく小規模保育等の改修等や保育人材確保策等に必要な経費

の一部を支援する。 

【近年の取組状況】 

＜令和２年度の実施状況＞ 

○令和２年度当初予算において、490市区町村に対し 313億円の補助金の交付を行った。

（上記市区町村には、中心市街地活性化基本計画の認定を受けている 46自治体を含む） 

 

 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

【支援措置名】地域支援事業交付金 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

介護保険の被保険者が要支援状態又は要介護状態となることを予防するとともに、要支援

状態又は要介護状態となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生

活を営むことができるよう支援する。なお、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括

的支援事業」、「任意事業」の各事業に要する経費に対して、一定割合を交付するものであ

り、それぞれの事業規模は市町村により異なる。 

【近年の取組状況】 

○地域支援事業交付金のメニューの一つとして、空き家等の民間賃貸住宅や公的賃貸住宅

（シルバーハウジング）、多くの高齢者が居住する集合住宅等への入居支援を実施すると

ともに、これらの住宅の入居者を対象に、日常生活上の生活相談・指導、安否確認、緊急

時の対応等を行う生活援助員を派遣する事業等について支援する（高齢者の安心な住まい

の確保に資する事業）。 

 

＜平成 30年４月１日現在の実施状況＞ 

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業 432市町村において実施。 

※弘前市、山形市、酒田市等、平成 30 年４月１日時点で中心市街地活性化基本計画の認

定を受けている市においても実施。 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

農林水産省農村振興局地域整備課 

【支援措置名】農村集落基盤再編・整備事業 

（農山漁村地域整備交付金、沖縄振興公共投資交付金） 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

地域が中心市街地の活性化に向けた取組と併せて周辺の農村地域の個性ある活性化を図

る場合において、地域住民の参加の下、関係府省との連携を図りつつ、地域の多様なニー

ズに応じた農業生産基盤の整備と集落農園整備等の農村生活環境の整備を総合的に実施

する。 

【近年の取組状況】 

 

※中心市街地活性化の取り組みとして状況把握が困難なため、事業全体での取り組み状況

を記載 

 

【農山漁村地域整備交付金】 

〇各都道府県は、配分された予算の範囲内で、それぞれの作成した農山漁村地域整備計画

に基づき、農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策のための多様な事業メニュ

ーに対して、地区の採択や予算の配分をおこない、各種事業を実施している。 

（令和３年度予算額８０７億円の内数） 

 

【沖縄振興公共投資交付金】 

〇沖縄県は、配分された予算の範囲内で、沖縄の振興に資する事業を自主的に選択して作

成した沖縄振興交付金事業計画に基づき、地区の採択や予算の配分をおこない、各種事業

を実施している。 

（令和３年度予算額４７７億円の内数） 

 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

農林水産省農村振興局水資源課 

【支援措置名】地域用水環境整備事業 

（農山漁村地域整備交付金、沖縄振興公共投資交付金） 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】 

農業用水の持つ親水、景観･生態系の保全等の多面的機能を維持増進するため、農業水利

施設の整備等と一体的に親水護岸、せせらぎ水路等の整備に対して支援する。 

【近年の取組状況】 

 

※中心市街地活性化の取り組みとして状況把握が困難なため、事業全体での取り組み状況

を記載 

 

【農山漁村地域整備交付金】 

〇各都道府県は、配分された予算の範囲内で、それぞれの作成した農山漁村地域整備計画

に基づき、農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策のための多様な事業メニュ

ーに対して、地区の採択や予算の配分を行い、各種事業を実施している。 

（令和３年度予算額８０７億円の内数） 

 

【沖縄振興公共投資交付金】 

〇沖縄県は、配分された予算の範囲内で、沖縄の振興に資する事業を自主的に選択して作

成した沖縄振興交付金事業計画に基づき、地区の採択や予算の配分を行い、各種事業を実

施している。 

（令和３年度予算額４７７億円の内数） 

 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

農林水産省大臣官房新事業・食品産業部食品流通課卸売市場室 

【支援措置名】食品流通拠点施設整備事業 

（強い農業・担い手づくり総合支援交付金） 

【支援措置区分】（３）その他の支援措置 

【概要】「三つの密」の防止を徹底し、災害時においても国民への安定的な生鮮食料品等

の供給体制を確保するとともに、農林水産物の輸出拡大を促進するため、品質・衛生管理

の強化、物流業務の省力化、保管調整機能の強化等を図る卸売市場施設の整備を支援する。 

【近年の取組状況】 

※中心市街地活性化の取組として状況把握が困難なため、事業全体での取組状況を記載 

 

 

中央卸売市場又は地方卸売市場が食品等流通合理化計画に従い実施する①～⑤の施設整

備の取組に対して、予算の配分等をおこない、事業を実施している。 

（①品質・衛生管理高度化施設整備、②物流効率化に向けた施設整備、③卸売市場統合・

連携促進施設整備、④輸出促進対応卸売市場施設整備、⑤卸売市場防災対応施設整備） 

 

（令和３年度予算額１６２億円の内数） 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

経済産業省 地域経済産業グループ中心市街地活性化室 

中小企業庁商業課 

【支援措置名】地域の持続的発展のための中小商業者等の機能活性化事業 

（地域商業機能複合化推進事業） 

【支援措置区分】（２）②認定と連携した重点的な支援措置 

【概要】 

中小小売・サービス業者のグループ等が商店街等において行う、地域住民のニーズに沿っ

た新たな需要を創出する施設等の導入や最適なテナントミックスの実現に向けた実証事

業を地方公共団体が支援する場合に、国がその費用の一部を補助するもの。 

【近年の取組状況】 

○令和３年度： １次採択 ８事業（ソフト３件、ハード５件） 

２次採択 ４事業（ハード４件） 

３次採択 ２事業（ハード２件） 

【採択した代表事例（補助事業者 / 間接補助事業者名 / 事業名）】 

○ 名古屋市 / 円頓寺商店街振興組合等 / データドリブンな商店街構築事業 

＜ 概要 ＞ AIカメラや GPSデータから人流を分析する拠点を整備し、商店街の店舗や地

域関係者（ベンチャー企業、IT 企業等）に分析データをオープン化。商店街での創業や

新サービスの創出などを促進させる事業。 

○ 松江市 / 松江市竪町商店会等 / 竪町古民家複合施設化事業 

＜ 概要 ＞ 飲食施設やシェアオフィスなどが入る複合施設を整備。レジデータやアプリ

データ等から来街者の属性などを分析し、商店街における効果的なイベントの開催や新

規創業者の出店促進などに活用する事業。 

【採択事業】 

＜ソフト＞ 

長野県・辰野町／一般社団法人 0と編集社／複数の空き店舗を利活用し、既存店舗との

相乗効果を AIカメラにより見える化するエリアリノベーション実証実験   （など） 

＜ハード＞ 

能代市／合同会社のしろ家守舎等／データとアプリを活用した木都再興プロジェクト 

京都府／株式会社白川まちづくり会社等／レトロ＆モダンなテナントミックス 

熊本市／株式会社オーリック等／電子クーポン追跡による相関性分析と回遊性向上事業 

埼玉県／川越サンロード商店街振興組合／地域主導のデータ駆動型魅力創造プロジェクト 

富山市／株式会社富山市民プラザ／大学･商店街･事業者が連携した学生シェアハウス事業 

堺市／堺まちづくり株式会社等／２階以上にある遊休不動産を活用したエリアマネジメ

ント事業                               （など） 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

国土交通省住宅局市街地建築課 

【支援措置名】中心市街地共同住宅供給事業 

【支援措置区分】（１）法に定める特別の措置 

【概要】 

法第 30 条に基づき、中心市街地共同住宅供給事業の実施に要する費用の一部を補助す

る地方公共団体、又は法第 34 条に基づき、同事業により住宅の供給を行う地方公共団体

に対して、認定中心市街地における優良な共同住宅の供給を支援する。 

【近年の取組状況】 

 

○ 主な実施地区 

・ 秋田県秋田市 中通二丁目地区 

【全体事業費 約 2,663百万円 事業期間 平成 29年度～令和 2年度】 

   中心市街地の低未利用地を活用し、中高齢者をメインターゲットとした優良な住宅

を供給することに加え、医療施設や居住者のコミュニティスペースを整備することに

より、多世代共生型ＣＣＲＣ拠点として、地区内外からの移住者を受け入れるなど、

中心市街地の人口増加に寄与し、活性化に取り組む。 

令和 2年 10月に建築工事完成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考】 
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中心市街地の活性化に資する主要な国の支援措置の取組状況 

国土交通省都市局市街地整備課 

国土交通省住宅局市街地建築課 

【支援措置名】社会資本整備総合交付金（暮らし・にぎわい再生事業） 

       防災・安全交付金（暮らし・にぎわい再生事業） 

【支援措置区分】（２）①認定と連携した特例措置 

【概要】 

まちなかに公共公益施設等の都市機能等の導入を図ることを目的として、認定中心市街

地について、都市機能のまちなか立地、空きビルの再生、多目的広場等の整備等を総合的

に支援する。 

【近年の取組状況】 

○ 主な実施地区 

・ 長野県飯田市 飯田市中心市街地地区暮らし・にぎわい再生事業 

  【全体事業費 約 1,075百万円 事業期間 令和 2年度～令和 3年度】 

  交通拠点である駅前の都市機能の集積促進を目的とし、民間の空きビルを活用して 

公民館機能、賑わい交流機能、商業施設を導入し、都市機能の活性化を図る。 

 令和 3年 8月着工済み 

 

・ 秋田県秋田市 千秋公園周辺地区暮らし・にぎわい再生事業 

  【全体事業費 約 26,281百万円 事業期間 平成 29年度～令和 3年度】 

老朽化した県民会館および市文化会館の機能を集約する「あきた芸術劇場」と、旧

県立美術館を改修する「秋田市文化創造館」を整備することで、中心市街地の活性

化を図る。 

 令和元年 7月着工済み 

【備考】 

 



整
理
番
号

支援措置名 支援措置の概要
支援措置

区分

令和４年度
予算概算要求額

（百万円）

新規
拡充
継続

令和３年度
予算額

（百万円）

令和４年度
税制改正要望

の有無

根拠法の
有無

制度等の根拠 備考

1 地方創生推進交付金

地方公共団体が、地方創生に向けて複数年度にわ
たり取り組む東京圏からのＵＩＪターンの促進や地方
の担い手不足対策などの先導的な事業を安定的・継
続的に支援することにより、地方の創意工夫を引き
出し、実情に応じた地方創生の取組を推進する。

（３） 内閣府 地方創生推進事務局 120,000の内数 継続 100,000の内数 ― ○
地域再生法第5条4項1号
地域再生法13条

2 地域少子化対策重点推進交付金

地方自治体が行う少子化対策事業（「結婚に対する
取組」及び「結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする
子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組」）に
ついて、優良事例を横展開することにより、地域の実
情や課題に応じた取組を支援する。
また、新婚世帯を応援する結婚新生活支援事業を
支援する。

（３） 内閣府 子ども・子育て本部 3,000 継続 2,000 ― ―
令和３年度予算額には、
令和２年度補正予算の
繰越分を含む

3 中心市街地活性化ソフト事業

市町村が単独事業として中心市街地再活性化のた
めに行う、認定基本計画に位置づけられたイベント
等のソフト事業に要する経費の一部について特別交
付税により措置する。

（２）① 総務省
地域力創造グループ地
域振興室

― 継続 ― ― ― ―

4
中心市街地再活性化特別対策事
業

市町村が単独事業として中心市街地再活性化のた
めに行う、認定基本計画に位置づけられた施設整備
等を一般単独事業債の対象とする。

（２）① 総務省
地域力創造グループ地
域振興室

― 継続 ― ― ― ―

5
国宝・重要文化財建造物保存修
理強化対策事業

地域の特色ある文化財建造物を保存・活用するた
め、国が指定等した重要文化財等の保存修理等に
対し支援する。

（３）
文部科学省
（文化庁）

文化資源活用課 12,734 拡充 11,497 ― ○ 文化財保護法第35条1項

6 伝統的建造物群保存修理等事業
歴史的な集落・町並みを保存・活用するため、国が
選定した重要伝統的建造物群保存地区の保存修理
等に対し支援する。

（３）
文部科学省
（文化庁）

文化資源活用課 1,757 拡充 1,579 ― ○ 文化財保護法第146条

7 公立文教施設の整備

公立学校施設整備費負担金及び学校施設環境改善
交付金により、地域コミュニティの拠点としての学校
施設や、談話室、トレーニング室等を備えた社会体
育施設の整備について支援を行う。

（３）
文部科学省
スポーツ庁

大臣官房文教施設企画・
防災部施設助成課
スポーツ庁参事官（地域
振興担当）

235,189の内数
+事項要求

継続 68,837の内数 ― ○
義務教育諸学校等の施設費
の国庫負担等に関する法律
第3条第1項、第12条第1項

8 医療提供体制施設整備交付金

医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と
地域保健及び健康増進体制との連携強化を図る観
点から、医療施設等の施設整備を支援する。都道府
県において作成した「医療計画に基づく事業計画」に
より、都道府県の自主性・裁量性を発揮できるよう助
成することとしている。

（３） 厚生労働省 医政局
2,507

+事項要求
継続 2,507 ― ―

9
社会福祉施設等施設整備費補助
金

障害者が地域で自立した生活を送ることができるよ
う、障害者の地域移行や就労支援に必要な事業所
等を社会福祉法人等が設置する場合、その費用の
一部を補助する。

（３） 厚生労働省
社会・援護局障害保健福
祉部

4,812
＋事項要求

継続 4,812 ― ○ 生活保護法第75条第２項　等

10 保育所等整備交付金

保育サービス等の基盤整備を推進するため、市町村
が策定する整備計画に基づいて実施される保育所
等に関する施設整備事業に対して、国が交付金を交
付する。

（３） 厚生労働省 子ども家庭局
53,252

＋事項要求
継続 49,653 ― ○ 児童福祉法第５６条の４の３

11 保育対策総合支援事業費補助金
小規模保育等の改修等や保育人材確保策等に必要
な経費の一部を支援する。

（３） 厚生労働省 子ども家庭局
46,852

＋事項要求
拡充 40,232 ― ―

12 地域支援事業交付金等

地域支援事業交付金のメニューの一つとして、空き
家等の民間賃貸住宅や公的賃貸住宅（シルバーハ
ウジング）、多くの高齢者が居住する集合住宅等へ
の入居支援を実施するとともに、これらの住宅の入
居者を対象に、日常生活上の生活相談・指導、安否
確認、緊急時の対応等を行う生活援助員を派遣する
事業等について支援する。

（３） 厚生労働省 老健局 194,165 継続 194,166 ― ○ 介護保険法第122条の２

13
農村集落基盤再編・整備事業
（農山漁村地域整備交付金）

地域が中心市街地の活性化に向けた取組と併せて
周辺の農村地域の個性ある活性化を図る場合にお
いて、地域住民の参加の下、関係府省との連携を図
りつつ、地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤
の整備と集落農園整備等の農村生活環境の整備を
総合的に実施する。

（３） 農林水産省 農村振興局 94,045の内数 継続 80,725の内数 ― ○
食料･農業･農村基本法第24
条
土地改良法第2条

18

中心市街地の活性化に資する国の支援措置に係る令和４年度予算概算要求等の概要

担当部局等



整
理
番
号

支援措置名 支援措置の概要
支援措置

区分

令和４年度
予算概算要求額

（百万円）
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拡充
継続

令和３年度
予算額

（百万円）

令和４年度
税制改正要望

の有無

根拠法の
有無

制度等の根拠 備考担当部局等

14
農村集落基盤再編・整備事業
（沖縄振興公共投資交付金）

地域が中心市街地の活性化に向けた取組と併せて
周辺の農村地域の個性ある活性化を図る場合にお
いて、地域住民の参加の下、関係府省との連携を図
りつつ、地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤
の整備と集落農園整備等の農村生活環境の整備を
総合的に実施する。

（３） 農林水産省 農村振興局 47,732の内数 継続 47,732の内数 ― ○
食料･農業･農村基本法第24
条
土地改良法第2条

15
地域用水環境整備事業
（農山漁村地域整備交付金）

農業用水の持つ親水、景観･生態系の保全等の多
面的機能を維持増進するため、中心市街地の農業
水利施設の整備等と一体的に親水護岸、せせらぎ
水路等の整備に対して支援する。

（３） 農林水産省 農村振興局 94,045の内数 継続 80,725の内数 ― ○
食料･農業･農村基本法第24
条
土地改良法第2条

16
地域用水環境整備事業
（沖縄振興公共投資交付金）

農業用水の持つ親水、景観･生態系の保全等の多
面的機能を維持増進するため、中心市街地の農業
水利施設の整備等と一体的に親水護岸、せせらぎ
水路等の整備に対して支援する。

（３） 農林水産省 農村振興局 47,732の内数 継続 47,732の内数 ― ○
食料･農業･農村基本法第24
条
土地改良法第2条

17
食品流通拠点施設整備事業
（強い農業づくり総合支援交付
金）

「三つの密」の防止を徹底しつつ、災害時においても
生鮮食料品等の安定的な供給体制を確保するととも
に、農林水産物の輸出拡大や流通のグリーン化を促
進するため、品質・衛生管理の強化、物流業務の省
力化、保管調整機能の強化等を図る卸売市場施設
の整備を支援する。

（３） 農林水産省
大臣官房新事業・食品産
業部

19,310の内数 継続 16,214の内数 ― ○ 卸売市場法第16条

18
地域の持続的発展のための中小
商業者等の機能活性化事業（地
域商業機能複合化推進事業）

中小商業者等のグループが、商店街等において、来
街者の消費動向や需要の変化を踏まえ、新たな需
要の創出につながる魅力的な施設の整備や、需要
に応じた最適な供給体制（テナントミックス）の実現に
向けて取り組む事業を地方公共団体が支援する場
合に、国がその費用の一部を補助するもの。

（２）② 経済産業省
・地域経済産業グループ
中心市街地活性化室
・中小企業庁商業課

1,050の内数 継続 550の内数 ― ― ―

19 中心市街地共同住宅供給事業

認定中心市街地において、優良な共同住宅の供給
を支援します。 国は、法第30条に基づき、中心市街
地共同住宅供給事業の実施に要する費用の一部を
補助する地方公共団体、または、法第34条に基づ
き、同事業により住宅の供給を行う地方公共団体に
対して、その費用の一部を補助します。

（１） 国土交通省 住宅局市街地建築課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】

631,128の内数
【防災・安全交付金】

853,984の内数

― ○
中心市街地の活性化に関す
る
法律第22条～第34条

20
都市開発資金（用地先行取得資
金）

〔中心市街地活性化促進用地〕
都市の計画的な整備を推進するため、地方公共団体又は
中心市街地整備推進機構が再開発事業等の面整備事業
に有効に利用できる用地等の取得を行うために必要な資
金について低利融資を行います。

（２）① 国土交通省 都市局市街地整備課 1,297 継続 1,426 ― ○
都市開発資金の貸付けに関
する法律第1条第1項第2号、
第2項

21

社会資本整備総合交付金（暮ら
し・にぎわい再生事業）
防災・安全交付金（暮らし・にぎわ
い再生事業）

中心市街地の再生を図るため、内閣総理大臣による
中心市街地活性化基本計画の認定を受けた地区に
ついて、都市機能のまちなか立地、空きビル再生、
多目的広場等の整備等を総合的に支援します。

（２）① 国土交通省
都市局市街地整備課
住宅局市街地建築課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

22

社会資本整備総合交付金（都市
公園・緑地等事業）
防災・安全交付金（都市公園・緑
地等事業）

都市公園のバリアフリー化や中心市街地の活性化
に資する公園・緑地等の整備について支援を行いま
す。

（２）② 国土交通省 都市局公園緑地・景観課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

拡充

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

23

社会資本整備総合交付金（河川
事業、都市水環境整備河川環境
事業）
防災・安全交付金（河川事業）

中心市街地における洪水の防止や地域のまちづくり
と一体的に実施する河川の整備及び環境整備を行
うものに支援を行います。

（２）② 国土交通省
水管理・国土保全局
河川環境課・治水課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

24

社会資本整備総合交付金（住宅
宅地基盤特定治水施設等整備事
業）
防災・安全交付金（住宅宅地基盤
特定治水施設等整備事業）

基本計画等の対象地域における治水安全度の向上
を図る上で必要で、かつ快適な居住環境の創出、良
好な住宅・宅地の整備・保全に資する河川の整備に
対して支援を行います。

（２）② 国土交通省
水管理・国土保全局
治水課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

25

社会資本整備総合交付金（下水
道事業、都市水環境整備下水道
事業）
防災・安全交付金（下水道事業、
都市水環境整備下水道事業）

中心市街地の環境改善や防災機能の向上を図るた
め、汚水処理整備をはじめ、浸水被害の防止、地震
対策及び再生水のせせらぎ水路への活用等を目的
とした下水道整備に対して支援を行います。

（２）② 国土交通省
水管理・国土保全局
下水道部下水道事業課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

19
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26

社会資本整備総合交付金（住宅
市街地基盤整備事業）
防災・安全交付金（住宅市街地基
盤整備事業）

住宅及び宅地の供給を促進することが必要な三大都市圏
の重点供給地域等における住宅宅地事業及び住宅ストッ
ク改善事業の推進を図るため、基幹的な公共施設整備と
併せて居住環境基盤施設整備、鉄道施設整備等の、住宅
宅地事業及び住宅ストック改善事業に関連する公共施設
等を整備するものについて、総合的に支援を行います。

（２）② 国土交通省
住宅局住宅総合整備課
住環境整備室

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

27

社会資本整備総合交付金（バリ
アフリー環境整備促進事業）
防災・安全交付金（バリアフリー
環境整備促進事業）

バリアフリー法（「高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律」） に基づく建築物のバリア
フリー化等の環境整備の促進を図るため、基本構想
の策定及び基本構想に従って行われる動く通路、ス
ロープ、エレベーター等の整備または、認定特定建
築物の建築等に対し支援を行います。

（２）② 国土交通省 住宅局市街地建築課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

28

社会資本整備総合交付金（優良
建築物等整備事業）
防災・安全交付金（優良建築物等
整備事業）

市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供
給等に資するため、土地の利用の共同化、高度化
等に寄与する優良建築物等の整備に対し支援を行
います。

（２）② 国土交通省 住宅局市街地建築課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

29

社会資本整備総合交付金（住宅
市街地総合整備事業）
防災・安全交付金（住宅市街地総
合整備事業）

既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市
機能の更新、美しい市街地景観の形成、密集市街
地の整備改善及び街なか居住の推進等を図るた
め、住宅等の建設、公共施設の整備等について総
合的に助成を行います。

（２）② 国土交通省
住宅局市街地建築課
市街地住宅整備室

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

30

社会資本整備総合交付金（地域
住宅計画に基づく事業）
防災・安全交付金（地域住宅計画
に基づく事業）

地方公共団体が主体となり、公的賃貸住宅の整備や面的
な居住環境整備など地域における住宅政策を自主性と創
意工夫を活かしながら総合的かつ計画的に推進するため
の支援を行います。具体的な支援の対象としては、公営住
宅、地域優良賃貸住宅の整備、市街地再開発事業、優良
建築物等整備事業等のほか、提案事業による事業等の実
施があげられます。

（２）② 国土交通省 住宅局住宅総合整備課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

31

社会資本整備総合交付金（街な
み環境整備事業）
防災・安全交付金（街なみ環境整
備事業）

住環境の整備改善を必要とする区域において、地方
公共団体及び街づくり協定を結んだ住民が協力し
て、住宅、地区施設等の整備改善を行うことにより、
ゆとりとうるおいのある住宅地区を形成するための
支援を行います。

（２）② 国土交通省
住宅局市街地建築課
市街地住宅整備室

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

32
社会資本整備総合交付金（港湾
事業）
防災・安全交付金（港湾事業）

中心市街地の活性化に資する港湾施設の整備に対
して支援を行います。

（２）② 国土交通省 港湾局計画課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

33
地域のまちづくりに寄与する官庁
施設の整備

地域の交流拠点として中心市街地の活性化に資する官庁
施設の整備について、施設整備の計画段階から地方公共
団体等と連携を図りつつ国公有財産の最適利用、地域の
特色や創意工夫を活かした魅力と賑わいのある拠点の形
成、人の移動の円滑化に配慮して進めることにより、地域
のまちづくり計画を推進するための取組を支援します。

（３） 国土交通省 官庁営繕部計画課 21,038の内数 継続 17,532の内数 ― ― ―

34

地域公共交通確保維持改善事業
（地域公共交通確保維持事業／
地域公共交通バリア解消促進等
事業／地域公共交通調査等事
業）

多様な関係者の連携により、地方バス路線などの生
活交通の確保・維持を図るとともに、バリアフリー化
や地域鉄道の安全性向上に資する設備の整備な
ど、快適で安全な公共交通の構築に向けた取組み
を支援します。

（３） 国土交通省 総合政策局地域交通課 25,656 継続 20,587 ― ○
離島航路整備法第三条（離
島航路への補助のみ）

35
民間都市開発推進機構による民
間都市開発事業の支援

民間事業者が施行する都市再生特別措置法第２条第１項
に規定する都市開発事業 （以下「民間都市開発事業」とい
う。）の立ち上げを支援するため、優良な民間都市開発事
業に対し、（一財）民間都市開発推進機構が出資等（まち
再生出資）を行うことにより、民間資金の誘導を図るもので
す。
なお、民間都市開発事業について、（一財）民間都市開発
推進機構による出資等を受けるために、都市再生特別措
置法第63条に規定する民間都市再生整備事業計画、同
法第95条に規定する民間誘導施設等整備事業計画又は
広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律第７条
に規定する民間拠点施設整備事業計画を作成し、国土交
通大臣の認定を受ける必要があります。

（３） 国土交通省
都市局まちづくり推進課
都市開発金融支援室

― 継続 ― ― ○

都市再生特別措置法第71条
第1項第1号及び第103条第1
項第1号
広域的地域活性化のための
基盤整備に関する法律第15
条第1項第1号

まち再生基金を原資に支
援。
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36 官民連携まちなか再生推進事業

まちなかの賑わいの創出や多様な人材が集積した
「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの形成など、都
市の魅力・国際競争力の向上を図るため、官民連携
によるエリアプラットフォームの構築や目指す将来像
の共有に向けた未来ビジョン等の策定、未来ビジョ
ン等の実現に向けた取組を総合的に支援します。

（３） 国土交通省
都市局まちづくり推進課
官民連携推進室

745 拡充 510 ― ― ―

37
都市開発資金（都市環境維持・改
善事業資金）

地域住民・地権者の手による良好な都市機能及び
都市環境の保全・創出を推進するため、エリアマネ
ジメント事業を行う都市再生推進法人又はまちづくり
法人に貸付を行う地方公共団体に対し、無利子貸付
けを行います。
なお、貸付を受ける事業は都市再生整備計画に定
められている必要があります。

（３） 国土交通省
都市局まちづくり推進課
官民連携推進室

― 継続 ― ― ○

都市開発資金の貸付けに関
する法律第1条
都市開発資金の貸付けに関
する法律施行令第25条、第
26条

38
社会資本整備総合交付金（都市
再生整備計画事業）

市町村等が行う地域の歴史・文化・自然環境等の特性を
活かした個性あふれるまちづくりを総合的に支援し、全国
の都市の再生を効率的に推進することにより、地域住民
の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ること
を目的として、社会資本整備総合交付金により支援を行い
ます。

（３） 国土交通省 都市局市街地整備課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

39

社会資本整備総合交付金（市街
地再開発事業等）
防災・安全交付金（市街地再開発
事業等）

空洞化が進行する中心市街地において、土地の合理的か
つ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、活力ある経
済活動の基盤となる市街地への再生・再構築を促進する
ため、街なか再生の実現に資する市街地再開発事業に係
る施設建築物の整備等に対して支援を行います。

（３） 国土交通省
都市局市街地整備課
住宅局市街地建築課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

40

社会資本整備総合交付金（都市
再生区画整理事業）
防災・安全交付金（都市再生区画
整理事業）

防災上危険な密集市街地及び空洞化が進行する中心市
街地等都市基盤が脆弱で整備の必要な既成市街地の再
生、街区規模が小さく敷地が細分化されている既成市街
地における街区再編・整備による都市機能更新を推進す
るため施行する土地区画整理事業（都市再生区画整理事
業）を支援します。

（３） 国土交通省 都市局市街地整備課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

41 都市構造再編集中支援事業

「立地適正化計画」に基づき、市町村や民間事業者等が
行う一定期間内の都市機能や居住環境の向上に資する
公共公益施設の誘導・整備、防災力強化の取組等に対し
集中的な支援を行い、各都市が持続可能で強靱な都市構
造へ再編を図ることを目的とする事業です。

（３） 国土交通省 都市局市街地整備課 82,000 継続 70,000 ― ― ―

42

社会資本整備総合交付金（河川
事業、都市水環境整備河川環境
事業）
防災・安全交付金（河川事業）

認定基本計画に位置付けられる区域外の河川にお
いて、当該事業が中心市街地の治水安全度の向上
に資する河川の整備に対して支援を行います。

（３） 国土交通省
水管理・国土保全局
河川環境課・治水課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

― ― ―

43

社会資本整備総合交付金（道路
事業）
防災・安全交付金（道路事業）
連続立体交差事業、無電柱化推
進計画事業 等

都市機能の増進及び経済活力の向上により中心市
街地等の活性化に資する道路の整備に対して支援
を行います。

（３） 国土交通省
道路局環境安全・防災課
都市局街路交通施設課
都市局市街地整備課

【社会資本整備総合交付金】
744,121の内数

【防災・安全交付金】
1,029,051の内数

【補助事業】
543,528の内数

継続

【社会資本整備総合交付金】
631,128の内数

【防災・安全交付金】
853,984の内数

【補助事業】
455,431の内数

― ― ―

44
鉄道施設総合安全対策事業費補
助（踏切保安設備整備）

踏切道における事故の防止と交通の円滑化を図るため、
踏切遮断機や警報機の設置、障害物検知装置等の高規
格保安設備の整備及び災害時の踏切道の適確な管理の
ために行う踏切監視用カメラの整備等に係る費用に対し
支援を行います。

（３） 国土交通省 鉄道局施設課 14,920の内数 継続 4,308の内数 ― ○ 踏切道改良促進法第19条

45 鉄道駅総合改善事業費補助

駅空間の質的進化を目指し、まちとの一体感があり、全て
の利用者にやさしく、分かりやすく、心地よく、ゆとりある次
世代ステーションの創造を図るため、地方公共団体、鉄道
事業者、地方運輸局等からなる協議会において策定され
た整備計画に基づき、ホームやコンコースの拡幅等の駅
改良、バリアフリー施設や生活支援機能施設、観光案内
施設等の駅空間の高度化に資する施設の整備に対して支
援を行います。

（３） 国土交通省
鉄道局都市鉄道政策課
駅機能高度化推進室

3,844の内数 継続 1,757の内数 ― ― ―

46

地下鉄など鉄道整備に対する補
助（都市鉄道整備事業費補助（地
下高速鉄道／空港アクセス鉄道
等））

大都市圏における交通混雑の緩和や鉄道の利用者
利便の増進を図るため、新線建設や利便性向上に
資する施設の整備等の事業に対し支援を行います。

（３） 国土交通省 鉄道局都市鉄道政策課 12,167の内数 継続 4,905の内数 ― ― ―

47 都市鉄道利便増進事業費補助

相当程度拡充してきた都市鉄道ネットワーク（既存ストッ
ク）を有効活用し、その利便の増進を図るため、都市鉄道
等利便増進法に基づき、連絡線等の整備による速達性の
向上、周辺整備と一体的な駅整備による交通結節機能の
高度化を推進する事業に対し支援を行います。

（３） 国土交通省
鉄道局都市鉄道政策課・
都市鉄道政策課駅機能
高度化推進室

11,568の内数 継続 11,568の内数 ― ― ―
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文部科学省    Ｐ２２～Ｐ２４ 

厚生労働省    Ｐ２５～Ｐ３２ 

農林水産省    Ｐ３３～Ｐ３６ 

国土交通省    Ｐ３７～Ｐ３８ 



先端技術活用
（新規）

土木構造物や近代の文化財等
について３次元計測等の先端技
術を活用することで適切な修理
時期の把握を行うとともに、修
理に必要な調査を事前に行う。

国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業 令和4年度要求・要望額 12,734百万円
（前年度予算額 11,497百万円）

修理機会を捉えた
情報発信

修理の時期を活用し、修理現
場の公開、修理に関する解説板
等の設置に対して支援する。修
理機会を捉えた情報発信を行う
ことで、新たな体験の場を用意
し、文化財への理解を促進する
とともに観光振興にも寄与する。

△
高

文
化
財
と
し
て
の
価
値

低
▽

150年 300年建築
根本修理 150年周期

根
本
修
理

根
本
修
理

遅
れ
た
根
本
修
理

維
持
修
理

維
持
修
理

維
持
修
理

維
持
修
理

根本修理の周期差による文化財的価値の変化比較図

修理周期を適切な150年
周期へ！
※伊原惠司氏（文建協調査室長）の研究論文(1990.8)による

〈適切な周期〉
根本修理（解体、半解体修理）
：平均150年周期
維持修理（屋根葺替・塗装修理）
：平均 30年周期
適切な周期により、文化財を確実に
次世代へ継承する。

重要文化財 常称寺本堂ほか２棟
解体修理の様子 （広島県）

文化財の公開活用

文化財を分かりやすく解説
する説明板や情報機器の設置、
展示、便益、管理のための施
設・設備の整備等、各々の創
意工夫に基づく特色ある活用
の取組を支援し、観光振興に
寄与する。

勝興寺本堂
バリアフリー整備
スロープの設置
（富山県）

門司港駅（旧門司駅）本屋
展示解説整備（福岡県）

文化財の適切な維持
管理

危険木の伐採や保存管理
施設の設置等を実施し、国
宝重要文化財建造物の周辺
環境を整備することにより

適切な維持管理に寄与する。

保存管理施設の設置

ワイヤーによる支持

３Ｄ計測データを用いた
モデルイメージ

石材の３次元化とＰＣ上での積み上げ検討

パンフレット等
による解説

修理現場公開の様子
本隆寺本堂（京都府）

文化財を次世代へ確実に継承するため、適切な周期での保存修理を支援する。また、修理現場の公開促進を観光振興にもつなげる。文化財を広く分かりやすく解説するための
説明板の設置等、公開活用の取組を支援する。さらに、周辺環境を整備することにより、適切な維持管理を実現する。
（Ｒ３予算 保存修理149件、公開活用30件、環境保全18件 →Ｒ４要求・要望 保存修理168件、先端技術活用33件、公開活用30件、環境保全45件）

文化財修理の抜本的強化

国宝・重要文化財（建造物）の価値を損なうことなく次世代へ継承するた

め､保存修理を実施する。

○ 木造文化財建造物の定期的な保存修理は、健全性を回復するだけでなく、
構造補強など抜本的な強化も行い、大工等様々な分野の技能者の確保と
育成、修理技術の伝承、修理に必要な資材の安定的な確保にも資する。

○ 明治以降に建造された近現代建造物（土木・建築）は、従来の木造のほ

か、煉瓦や鉄骨、鉄筋コンクリート造の建築物及び土木構造物が含まれ

る。平成５年度から重要文化財への指定を開始し、指定件数は380件に達

しているが、その修理方法や修理周期は確立されていないことから、３

次元計測等の先端技術の活用により、適切な修理時期の把握や迅速な修

理を進め、公開活用を促進する。

２２



伝統的建造物群基盤強化
令和4年度要求・要望額 1,757百万円

（前年度予算額 1,579百万円）

伝統的建造物群保存地区を社会基盤として捉え、保存に関する計画策定から修理・修景、防災力の強化、公開活用整備までを体系
的に位置付け、必要な保護措置を一体的に実施することにより、文化に富み、災害に強く、魅力的なまちづくりを実現する。

伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区

美しい町並みの回復

文化の継承

地区の安全

地域の創生

観光の振興

修 理 ・ 修 景
公開活用整備

調 査
防災計画策定

買 上

防災・耐震

先端技術の活用伝統的建造物の公開活用

修理・修景、防災・耐震の促進

先端技術活用
（新） 伝建地区を社会基盤として体系的に捉え、地区全体の

魅力と安全性を向上
２３



公立学校施設の整備
新しい時代の学びを支える安全・安心な教育環境の実現～Schools for the Future～

背
景

令和4年度要求・要望額 2,352億円
＋事項要求

（前年度予算額 688億円）

学校施設の老朽化がピークを迎える中、子供たちの多様なニーズに応じた教育環境の向上と老朽化対策の一体的整備が必要。
中長期的な将来推計を踏まえ、首長部局との横断的な協働を図りながら、トータルコストの縮減に向けて計画的・効率的な施設整備を推進。
2050年のカーボンニュートラル達成に向けて、脱炭素社会の実現に貢献する持続可能な教育環境の整備を推進。

出典：環境省ホームページ

具体的な支援策
制度改正：
複合化を伴う長寿命化改修等の補助率引上げ
大規模改造事業の上下限額見直し
脱炭素化の取組に対する支援拡充
単価改定：対前年度比 ＋28.1％

〈木材利用、LED照明など標準仕様見直し等〉
小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合
R3:220,700円/㎡ ⇒ R4:282,800円/㎡

 学校施設の長寿命化を図る老朽化対策
 バリアフリー化、特別支援学校の整備
 他施設との複合化・共用化・集約化

新時代の学びに対応した教育環境向上と
老朽化対策の一体的整備の推進

１

 非構造部材の耐震対策等
 避難所としての防災機能強化
（バリアフリー化、空調設置、トイレ改修等）

防災・減災、国土強靱化の推進＜事項要求＞２

 学校施設のZEB化
（高断熱化、LED照明、高効率空調、太陽光発電等）
 木材利用の促進（木造、内装木質化）

脱炭素化の推進３

ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）
年間で消費する建築物のエネルギー量を大幅に削減すると
ともに創エネでエネルギー収支「ゼロ」を目指した建築物

ロッカースペースの配置の工夫等による
教室空間の有効活用

老朽化対策と一体で教室の一部を新しい
学びに対応する創造的空間に転換

校舎の柱や内装に木材を活用し、温かみの
ある学習・生活環境や脱炭素化を実現

体育館の空調設置、断熱化などにより良好な
室内環境を確保し、多様な活動に対応

複合化・共用化・集約化により学習環境
を多機能化しつつ、効率的に整備

台風被害により屋根が消失した体育館

激甚化・頻発化する災害への対応

避難所としての防災機能強化

多機能トイレの整備

２４



医療提供体制施設整備交付金の概要

「医療提供体制施設整備交付金」を各都道府県に交付

医 療 計 画

Ⅲ 「計画に基づく施策の実施（施設）」に対して助成を行う

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定

医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制強化を図る観点から、都道府県の作成した
「医療計画に基づく事業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕
組みとして、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援するもの。

Ⅳ 交付対象
注１） 公立（都道府県、市町村、地方独立行政法人、一部事務組合、広域連合）は補助対象外
注２） 公的・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、

社会福祉法人北海道社会事業協会

令和３年度予算額 令和４年度概算要求額
2,507,026千円 → 2,507,026千円＋事項要求

補助対象事業《メニュー区分》
公
的

民
間

独
法

調整率 補助対象事業《メニュー区分》
公
的

民
間

独
法

調整率

休日夜間急患センター ○ ○ ○ 0.33 特殊病室施設 ○ ○ ○ 0.33

病院群輪番制病院及び共同利用型病
院

○ ○ ○ 0.33 肝移植施設 ○ ○ ○ 0.33

救急ヘリポート ○ ○ ○ 0.33 治験施設 ○ ○ 0.33

ヘリポート周辺施設整備 ○ ○ ○ 0.33 特定地域病院 ○ ○ ○ 0.33

（地域）救命救急センター ○ ○ ○ 0.33 医療施設土砂災害防止施設整備事業 ○ ○ ○ 0.5

小児救急医療拠点病院 ○ ○ ○ 0.33 南海トラフ地震に係る津波避難対策 ○ ○ ○ 0.33

小児初期救急センター施設 ○ ○ ○ 0.33 アスベスト除去等整備 ○ ○ ○ 0.33

小児集中治療室 ○ ○ ○ 0.33 医療機器管理室 ○ ○ 0.33

小児医療施設 ○ ○ ○ 0.33 地球温暖化対策 ○ ○ ○ 0.33

周産期医療施設 ○ ○ ○ 0.33
看護師の特定行為に係る指定研修機
関等施設（民間は一部）

○ ○ ○ 0.33

地域療育支援施設 ○ ○ ○ 0.5 地域拠点歯科診療所施設 ○ ○ ○ 0.5

共同利用施設 (開放型病棟等) ○ ○ 0.33

医療施設近代化施設 ○ ○ ○ 0.33

基幹災害拠点病院 ○ ○ ○ 0.5

地域災害拠点病院 ○ ○ ○ 0.5

腎移植施設 ○ ○ ○ 0.33

Ⅱ 要旨

Ⅰ 予算額
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○ 地方自治体が策定する整備計画が着実に実施されるよう障害児・者の障害福祉サービス等の基盤整備を図る。
（補助率：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／４、設置者１／４）

主な整備区分：創設…新たに施設を整備すること。
増築…既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。
改築…既存施設の改築整備（一部改築及び耐震化等整備を含む。）をすること。
大規模修繕等…老朽化した施設の改修や入所者等のニーズに合わせた施設の改修等整備をすること。

社会福祉施設等施設整備費補助金 令和３年度予算額 → 令和４年度概算要求
４８億円 ４８億円＋事項要求

○ 障害児支援の充実を図るため、地域
の障害児支援の拠点となる児童発達支
援センター等の整備や小規模な形態に
よるきめ細やかな支援体制の整備を推
進する。

障害児支援の充実

○ 障害者の社会参加支援及び地域移行支援
を更に推進するため、就労移行支援、就労
継続支援事業所等の日中活動系サービス事
業所やグループホーム等の整備促進を図る。

日中活動系サービス等の充実・
地域移行の推進

○ 障害児・障害者が利用する施設の安
全・安心を確保するため、「防災、減災、
国土強靱化のための５か年加速化対策」
に基づき、耐震化対策、ブロック塀等対
策、水害対策強化対策及び非常用自家発
電設備対策を推進する。

耐震化・防災対策の推進

２６
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保育所等を訪問し、障害のある児童に対して、集団生活への適応のための専門的な支援その
他の必要な支援を行う

保育所等訪問支援

就労定着支援

一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の
対応により必要な支援を行う

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等
を行う

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活
の世話を行う

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は
生産活動の機会を提供する

短期入所（ショートステイ）

療養介護

生活介護

日
中
活
動
系

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な
訓練を行う

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要
な訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労する機会を提供するとともに、能力等の向上の
ために必要な訓練を行う

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な
支援、訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必
要な訓練を行う

自立訓練（機能訓練）

就労移行支援

就労継続支援（A型＝雇用型）

自立訓練（生活訓練）

就労継続支援（B型）

訓
練
系
・
就
労
系

１．対象施設

共同生活援助（グループホーム） 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う

居
住
支
援
系

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

施
設
系

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他の
必要な支援等を行う

授業の終了後又は学校の休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促
進その他の必要な支援を行う

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

児童発達支援

放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援

障害児
通所支援

障害児入所施設
施設に入所する障害のある児童に対して、保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知
識技能の付与を行う

障害児
入所支援

※ 公立施設については、平成１８年度に一般財源化したため補助対象外。
※ これ以外に保護施設、身体障害者社会参加支援施設等がある。

障
害
者
総
合
支
援
法
上
の
サ
ー
ビ
ス

児
童
福
祉
法
上
の
サ
ー
ビ
ス

一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う

自立生活援助
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国庫補助を受ける場合

１．補助内容
○ 社会福祉法人等が障害福祉サービス等を開始するために施設等を整備する場合、老朽化した施設や入所者等のニーズに合わせ

た施設の改修等（※１）を行う場合に、その施設整備費等について、補助する。

※１ 対象事業：①施設の一部改修、②附帯設備の改造、③冷暖房設備の設置等、④施設の模様替、
⑤環境上の条件等により必要となった施設の一部改修、
⑥消防法及び建築基準法等関係法令の改正により新たにその規定に適合させるために必要となる改修、
⑦介護用リフト等特殊附帯工事、⑧土砂災害等に備えた施設の一部改修等、⑨生産設備近代化整備 等

※２ 設置者負担分については、独立行政法人福祉医療機構から低利の融資を受けることができる。

・社会福祉法人及び医療法人など（※）が障害者総合支援法等に基づく障害福祉施設等を整備しようとする場合、各都道府県、指定都市、
中核市及び市町村の障害福祉計画に合致すれば、国庫補助を受けることができる。（土地の買収又は整地に要する費用は対象外）

※ 社会福祉法人、医療法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特例民法法人、ＮＰＯ法人、営利法人等

①負担割合 国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／４、設置者１／４

②国庫補助の手続き

社会福祉法人等

設置者
都道府県
指定都市
中核市

補助者
書類提出 国庫補助協議

厚生労働省
（地方厚生（支）局）

内容の審査 内容の審査

ア 施設建設を予定している設置者は、建設予定年度の前年度の早い時期に、建設計画、資金計画及び土地の確保の状況等を明らかにし
た事業計画書を都道府県等に提出し、内容の審査を受ける。

イ 内容の審査後、都道府県等の施設整備計画に合致していれば、都道府県等において必要な予算措置が行われ、厚生労働省（地方厚生
(支)局）に対する国庫補助協議を行う。

ウ 厚生労働省（地方厚生(支)局）においては、都道府県等から事業計画のヒアリングを行い、内容の審査を行う。

エ 社会福祉法人を新たに設立して施設経営を始めようとする場合は、都道府県、指定都市又は中核市（所轄庁）から社会福祉法人の設
立認可を受けることが必要である。
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【趣 旨】
市区町村が策定する整備計画等に基づき、保育所、認定こども園及び小規模保育事業所に係る施設整備事業及

び保育所等の防音壁設置の実施に要する経費に充てるため、市区町村に交付金を交付する。

（※）市区町村が作成する保育所等の整備に関する計画（市区町村整備計画）による整備等の実施に必要な経費の一部
を支援するため、児童福祉法第56条の４の３に基づく交付金として平成27年度に創設。

【対象事業】
・保育所整備事業
・認定こども園整備事業（幼稚園型）
・小規模保育整備事業
・防音壁整備事業
・防犯対策強化整備事業

【実施主体】 市区町村

【設置主体】 社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、学校法人等
（保育所及び認定こども園については公立を除く）

【補助割合】 国：１／２、市区町村：１／４、設置主体：１／４

（新子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合）
国：２／３、市区町村：１／１２、設置主体：１／４

保育所等整備交付金

（令和３年度予算）４９７億円 → （令和４年度概算要求）５３３億円＋事項要求

≪事項要求≫
・ 新型コロナウイルス感染症等の感染症対策のため、大規模修繕の対象事業に感染症対策のための改修（トイレ・調
理場等の乾式化、非接触型の蛇口の設置等）を新規で追加。（事業費300万円以上のものを対象）

・ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に必要な経費。
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保育対策総合支援事業費補助金

【事業内容】

○総合的な保育人材確保策を講じることにより、保育の受け皿整備に必要となる保育人材の確保を図る。

○地方自治体の待機児童解消に向けた取組を支援するため、小規模保育や家庭的保育等の改修による受入児童数の拡大を図る。

○障害児の受入れに必要な改修や認可外保育施設職員に対する衛生・安全対策など、保育対策の基盤整備に必要な事業の推進を図る。

【対象事業】

Ⅰ 保育人材確保対策 ２５１億円＋事項要求（１６６億円）

①保育士・保育所支援センター設置運営事業

②保育士資格取得支援事業

③保育士宿舎借り上げ支援事業

④保育体制強化事業【運用改善】

⑤保育士養成施設に対する就職促進支援事業

⑥保育士試験追加実施支援事業

⑦保育補助者雇上強化事業

⑧若手保育士や保育事業者等への巡回支援事業【拡充】

⑨保育人材等就職・交流支援事業

⑩保育士修学資金貸付等事業【新規・事項要求】

⑪保育所等におけるＩＣＴ化推進事業【新規】

⑫保育士・保育の現場の魅力発信事業

Ⅱ 小規模保育等の改修等 １６９億円（１８７億円）

①賃貸物件の活用による保育所改修費等支援事業

②小規模保育改修費等支援事業

③幼稚園における長時間預かり保育改修費等支援事業

④認可化移行改修費等支援事業

⑤家庭的保育改修費等支援事業

⑥認可外保育施設改修費等支援事業

⑦都市部における保育所等への賃借料等支援事業

Ⅲ その他事業 ４９億円＋事項要求（ ４９億円）

①民有地マッチング事業

②認可化移行のための助言指導・移転費等支援事業

③広域的保育所等利用事業

④認可外保育施設の衛生・安全対策事業

⑤保育環境改善等事業【拡充・運用改善】

⑥保育所等におけるマスク購入等の感染拡大防止対策に係る支援
（保育環境改善等事業）【新規・事項要求】

⑦家庭支援推進保育事業

⑧保育所等における要支援児童等対応推進事業

⑨３歳児受入れ等連携支援事業

⑩保育利用支援事業（予約制）

⑪医療的ケア児保育支援事業【拡充】

⑫保育所等の質の確保・向上のための取組強化事業

⑬放課後居場所緊急対策事業

⑭小規模多機能・放課後児童支援事業

⑮新たな待機児童対策提案型事業

⑯待機児童対策協議会推進事業

（令和３年度予算：４０２億円 → 令和４年度概算要求：４６９億円＋事項要求）
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○ 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を
支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するため、市
町村において「地域支援事業」を実施。

○地域支援事業の事業内容 ※金額は積算上の公費 （括弧書きは国費）

（１）介護予防・日常生活支援総合事業
① 介護予防・生活支援サービス事業
ア 訪問型サービス
イ 通所型サービス
ウ その他の生活支援サービス（配食、見守り等）
エ 介護予防ケアマネジメント

② 一般介護予防事業
ア 介護予防把握事業
イ 介護予防普及啓発事業
ウ 地域介護予防活動支援事業
エ 一般介護予防事業評価事業
オ 地域リハビリテーション活動支援事業

（２）包括的支援事業・任意事業
① 包括的支援事業
ア 地域包括支援センターの運営
ⅰ）介護予防ケアマネジメント業務
ⅱ）総合相談支援業務
ⅲ）権利擁護業務（虐待の防止、虐待の早期発見等）
ⅳ）包括的・継続的マネジメント支援業務
※支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言、
地域のケアマネジャーのネットワークづくり 等

イ 社会保障の充実
ⅰ）認知症施策の推進
ⅱ）在宅医療・介護連携の推進
ⅲ）地域ケア会議の実施
ⅳ）生活支援コーディネーター等の配置

② 任意事業
・介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業 等

○地域支援事業の事業費

市町村は、政令で定める事業費の上限の範囲内で、介護保険事業計画にお

いて地域支援事業の内容、事業費を定めることとされている。

【事業費の上限】

① 介護予防・日常生活支援総合事業

○ 事業移行前年度実績に市町村の75歳以上高齢者の伸びを乗じた額

② 包括的支援事業・任意事業

○ 「26年度の介護給付費の２％」×「高齢者数の伸び率」

○地域支援事業の財源構成

○ 費用負担割合は、第２号は負担せず、

その分を公費で賄う。

（国：都道府県：市町村＝２：１：１）

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業

【財源構成】 【財源構成】

○ 費用負担割合は、居宅給付費の
財源構成と同じ。

１号
２３％

１号
２３％

２号
２７％

都道府県
１２．５％

国
２５％

市町村
１２．５％

市町村

１９．２５％

都道府県

１９．２５％

国
３８.５％

地域支援事業の概要 令和４年度要求額 公費3,884億円、国費1,942億円

1,980億円 （990億円）

1,902億円 （951億円）

うちイ、社会保障充実分
534億円 （267億円）

（財源構成の割合は第７期以降の割合）
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地域支援事業実施要綱（抄） 

（令和２年５月 29 日一部改正） 

別記４ 任意事業 

３ 事業内容 

（３）その他の事業

カ 地域自立生活支援事業

① 高齢者の安心な住まいの確保に資する事業

空き家等の民間賃貸住宅や、高齢者の生活特性に配慮した公的賃

貸住宅（シルバーハウジング）や、サービス付き高齢者向け住宅、多

くの高齢者が居住する集合住宅等への高齢者の円滑な入居を進めら

れるよう、これらの住宅に関する情報提供、入居に関する相談及び助

言並びに不動産関係団体等との連携による入居支援等を実施すると

ともに、これらの住宅の入居者を対象に、日常生活上の生活相談・指

導、安否確認、緊急時の対応や一時的な家事援助等を行う生活援助員

を派遣し、関係機関・関係団体等による支援体制を構築する等、地域

の実情に応じた、高齢者の安心な住まいを確保するための事業を行

う。 
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農村集落基盤再編・整備事業（農山漁村地域整備交付金）

都道府県又は市町村が策定する農村振興基本計画等に即し、農地や農業用用排水施設などの農業生

産基盤整備と併せて農業集落道や農業集落排水施設などの農村生活環境整備及び耕作放棄地対策を総
合的に実施。

＜特徴＞
○ 農村地域を総合的に整備することにより、秩序ある土地利用、生活環境の改善など、農業生産

基盤と生活環境の両面で質の高い環境整備が可能です。
○ 農業の生産条件等が不利な中山間地域においても、農業生産基盤整備と併せて農村生活環境整

備及び耕作放棄地対策を総合的に実施することにより、中山間地域における農業・農村の活性化
を支援します。

事業の概要

事業メニュー

区分 事業種類 事業内容

農業生産基盤整備 (１)農業用用排水施設整備 農業用用排水施設の整備
(２)農道整備 農道、農道橋、索道又は軌道等運搬施設の整備
(３)ほ場整備 農用地の区画整理、これと関連する整備
(４)農用地開発 農用地の造成とこれに附帯する施設の整備

(５)農地防災
農用地及び農業用施設の自然災害の発生を未然に防止
するための施設の整備

(６)客土 農用地につき行う客土
(７)暗渠排水 農用地につき行う完全暗渠の整備
(８)農用地の改良又は保全 農用地の改良又は保全に必要な整備

農村生活環境整備 (１)農業集落道整備 農道を補完する集落周辺の道路の整備
(２)営農飲雑用水施設整備 家畜、園芸、洗浄など営農飲雑用水施設の整備
(３)農業集落排水施設整備 雨水を排除する施設等の整備
(４)集落防災安全施設整備 集落の防災安全のために必要な施設の整備
(５)用地整備 非農用地の整備、農業施設用地の整備
(６)活性化施設整備 (中山間のみ) 農業生産活動等の拠点等多目的施設の整備
(７)地域農業活動拠点施設整備

(中山間以外)
農業生産活動、地域保全活動等の拠点施設の整備

(８)集落環境管理施設整備 農産廃棄物等の処理、再利用施設の整備
(９)交流施設基盤整備(中山間のみ) 多目的広場等や附帯する施設の整備
(10)情報基盤施設整備 施設の遠隔管理システム、防災情報システムの整備
(11)市民農園等整備 市民農園の整備及び附帯する施設の整備
(12)生態系保全施設等整備 自然・生態系保全施設、修景施設等の整備
(13)地域資源利活用施設整備 地域資源を活用し農業生産を補完する施設の整備
(14)施設補強整備 農業施設の安全性の確保に必要な補強整備
(15)施設環境整備 高齢者・障害者の利用に資する農業施設の改修整備
(16)歴史的土地改良施設保全整備 歴史的土地改良施設の補強等の保全整備
(17)施設集約整備 農業農村施設の撤去、撤去跡地の整備
(18)交換分合 農用地等の交換分合
(19)集落土地基盤整備 必要な範囲内の農振白地の農用地の改良・保全整備

保全管理等整備 (1)高付加価値農業基盤整備 高付加価値農業の営農に必要な用水及び排水整備
(2)附帯整備 既設高付加価値農業に係る施設の撤去・移転
(3)用地整備 耕作放棄地等の利活用のための用地整備
(4)市民農園等整備 市民農園の整備及び附帯する施設の整備
(5)生態系保全施設整備 生態系の保全に資する施設の整備
(6)遊水池整備 周辺地域からの流水の一時貯留施設等の整備
(7)土地改良施設撤去及び跡地整備 土地改良施設の撤去及び跡地整備
(8)交換分合 農用地等の交換分合
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＜交付先等＞
○ 集落基盤再編型

１．交 付 先：都道府県、市町村
２．事業実施主体：都道府県、市町村、一部事務組合、土地改良区、農業協同組合等
３．交 付 率：１／２等

○ 中山間地域総合整備型
１．交 付 先：都道府県、市町村
２．事業実施主体：都道府県、市町村
３．交 付 率：５５％等

〇 農地環境整備型
１．交 付 先：都道府県、市町村
２．事業実施主体：都道府県、市町村
３．交 付 率：５５％等

※沖縄振興公共投資交付金においても上記事業に対する支援が可能

複数集落で共同利用する

活性化施設整備

集落間ネットワークを強化する

集落道・農道整備

事業イメージ

○事業体系

農山漁村地域整備交付金

中山間地域総合整備型

集落基盤再編型

農村集落基盤再編・整備事業

実施計画策定型

○平場から中山間まで一体的に再編・整備

農地環境整備型

農業生産基盤整備

農村生活環境整備

保全管理等

市民農園等整備

生産性を高めるほ場整備や

用排水路等の整備
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「農地環境整備型」実施イメージ

耕作放棄地が介在する地域において、営農の再開が見込めない区域と営農を継続し生産性
向上を図る区域を計画的に区分し、耕作放棄に伴う悪影響の除去又は耕作放棄地の利活用
を通じた国土・環境保全と、優良農地の生産性向上を図るための整備を一体的に実施。
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【令和４年度予算概算要求額 19,310百万円の内数】
＜対策のポイント＞
「三つの密」の防⽌を徹底しつつ、災害時においても⽣鮮⾷料品等の安定的な供給体制を確保するとともに、農林⽔産物の輸出拡⼤や流通のグリーン化を促

進するため、品質・衛⽣管理の強化、物流業務の省⼒化、保管調整機能の強化等を図る卸売市場施設及び共同物流拠点施設の整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ １中央卸売市場当たりの取扱⾦額の増加（695億円［平成28年度］→ 719億円［令和６年度まで］）
○ 共同物流拠点の⼊荷時のトラックの積載率に対し、出荷時の積載率を10％以上向上

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．卸売市場施設整備

⽣鮮⾷料品等の流通の核としての機能の⾼度化、防災・減災への対応、農林⽔
産物の輸出拡⼤を図り、グリーン化に対応した⽣鮮⾷料品等の流通を実現するため、
① 品質・衛⽣管理の強化
② 物流業務の効率化、省⼒化
③ 保管調整機能の強化
④ 輸出先国までの⼀貫したコールドチェーンシステムの確保
⑤ 輸出先国が求める衛⽣基準の確保
等に資する卸売市場施設の整備を⽀援します。

２．共同物流拠点施設整備

物流効率化やCO2排出削減に資する共同配送・モーダルシフトのためのストックポ
イント等の共同物流拠点施設の整備を⽀援します。

＜事業の流れ＞

国 都道府県 卸売市場開設者等

交付
（定額） 4/10、1/3以内等

問い合わせ先︓⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課 内藤 内線（4105）、直通（03-6744-2059）

⾼度な温度管理により、品質衛⽣管理、
保管調整機能を強化

２．共同物流拠点施設整備

場内業務の効率化、省⼒化

加⼯処理施設⼊室前に除塵
輸出先国が求める衛⽣基準を
満たした加⼯処理施設

１．卸売市場施設整備

エアーシャワー室

⾷品流通拠点整備の推進
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「中心市街地の活性化に関する法律」に基づき、中心市街地における優良な共同住宅供給を支援することによって、
街なか居住の推進を図り、中心市街地の活性化に寄与する。

事業概要

施行者

対象地域

地方公共団体、都市再生機構、地方住宅供給公社、
民間事業者 等

・ 中心市街地活性化基本計画の区域内

・ 内閣総理大臣により認定を受けた中心市街地活性化基本計
画の区域内で行われる中心市街地共同住宅供給事業（法定
事業）

・ 優良な住宅を10戸以上供給（延べ床面積の1/2以上が住宅）

中心市街地共同住宅供給事業

主な事業要件

敷地及び建築物の基準

・ 敷地面積が概ね500㎡以上
・ 地上３階以上で、耐火建築物または準耐火建築物であること
・ 共用通行部分で交付対象となるものは、高齢者等の通行に支

障が生じないようバリアフリー化等がなされていること

・ 建ぺい率に応じた一定以上の空地が確保されていること

・ 敷地が原則として幅員６ｍ以上の道路に４ｍ以上接すること

補助対象費用

補助率

補助対象に対して国１／３、地方１／３、民間１／３

①調査設計計画
（基本構想作成、事業計画作成、地盤調査、建築設計）

②土地整備
（建築物除却等費、補償費）

③共同施設整備
（空地等の整備、供給処理施設、共用通行部分整備費等）

※優良建築物等整備事業(市街地住宅供給型中心市街地共同住宅供給タイプ)による支援

長期優良住宅の整備を含む場合は、
国：2/5、地方：2/5、民間：1/5
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社会資本整備総合交付金等にて支援

・認定基本計画への位置付け ・地階を除く階数が原則として3階以上※

・耐火建築物等又は準耐火建築物等※

・敷地面積及び当該敷地に接する道路の面積の1/2の合計が1,000㎡以上

等を満たすものであること※

1/3
※公益施設の割合が高い
（1/10以上）等の一定の要

件を満たす場合は、国費
率加算（1/3→2/5）

地方公共団体
都市再生機構
中心市街地活性化協議会
民間事業者等

賑わい空間施設整備
多目的広場等の公開空地の整備
に対し、補助

〔整備イメージ〕

旧施設暮らし・にぎわい再生事業計画

中心市街地
（認定基本計画）

計画コーディネート支援

移転

駐車場

新施設

空きビル

多目的広場

関連空間整備
（駐車場、緑化施設等）

都市機能まちなか立地支援
公共公益施設の整備に対し、補助

（エレベーター・
駐車場等の共同
施設整備費、賑
わい交流施設の
整備費に補助）

空きビル再生支援

空きビル等の公共公益施設・集客施設へ
の改修に対し、補助

（ｽｰﾊﾟｰから生涯学習ｾﾝﾀｰへのｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ）

（改修工事費、共同
施設整備費、賑わ
い交流施設の整備
費に補助）

中心市街地の再生を図るため、内閣総理大臣による中心市街地活性化基本計画の認定を受けた地区について、都市機能のまちなか
立地、空きビル再生、多目的広場等の整備等を総合的に支援することにより、まちなかに公共公益施設等の都市機能等の導入を図る。

施行者対象施設要件 国費率

補助内容

※小規模連鎖型暮らし・にぎわい再生事業では対象施設要件として、個々の建物階数や構造は問わず、
敷地面積1,000㎡未満の施設については複数の事業区域の敷地面積の合算が可能となる。

暮らし・にぎわい再生事業
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